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(57)【要約】
　10,000～250,000g/モルの分子量（MW）を有する少なくとも１つのポリアミド20～90重
量％；少なくとも１つの有機または無機塩1～25重量％；更なる添加剤0～60重量％を含む
メルト接着剤であって、該接着剤は100℃～220℃の軟化点を有する、メルト接着剤。さら
に、基材の可逆的接着接合方法であって、該接着接合は電圧の適用後に張力下で解除され
る、方法が記載される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　－　１００００～２５００００ｇ／モルの分子量（Ｍｗ）を有する少なくとも１つのポ
リアミド２０～９０重量％、
－　少なくとも１つの有機または無機塩１～２５重量％、
－　更なる添加剤０～６０重量％
を含むホットメルト接着剤であって、
該接着剤は１００℃～２２０℃の軟化点（環球法、ＩＳＯ　４６２５－１）を有する、ホ
ットメルト接着剤。
【請求項２】
　ポリエーテル、ポリメチレンスルフィド、ポリホスファゼン、ポリエチレンイミン、ま
たは２～１０個のＯＨ基を有するポリオールから選択される、極性基を含む化合物５～２
５重量％を含むことを特徴とする、請求項１に記載のホットメルト接着剤。
【請求項３】
　極性基を含む化合物は、ｉ）２または３個のＯＨまたはＮＨ２基を含み、かつ３５０～
１００００ｇ／モルの分子量を有するポリエーテル、および／またはｉｉ）１０００ｇ／
モル未満の分子量を有する２価～６価のポリオールから選択されることを特徴とする、請
求項２に記載のホットメルト接着剤。
【請求項４】
　前記塩は、Ｋ、Ｎａ、Ｌｉ、テトラアルキルホスホニウム、トリアルキルスルホニウム
、テトラアルキルアンモニウム、Ｎ＋-アルキル置換環式５または６員環アミン、Ｎ＋-ア
ルキル置換芳香族５員環イミダゾリンから選択されるカチオンを含み、１～１２個の炭素
原子を有する脂肪族直鎖状基がアルキル基として含まれることを特徴とする、請求項１～
３のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項５】
　前記塩は、ｉ）有機酸としての、脂肪族Ｃ２～Ｃ６モノ-またはジカルボン酸、芳香族
モノ-またはジカルボン酸、トリフルオロメタンスルホン酸、またはｉｉ）有機スルホア
ミドとしての、アセスルファメート、サッカリネート、ビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、またはトリフルオロメタンカルボニル-トリフルオロメタンスルホニルイ
ミドから選択されるアニオンを含むことを特徴とする、請求項４に記載のホットメルト接
着剤。
【請求項６】
　前記塩の分子量は１０００ｇ／モル未満であることを特徴とする、請求項４または５に
記載のホットメルト接着剤。
【請求項７】
　前記塩は２５℃において液体であることを特徴とする、請求項６に記載のホットメルト
接着剤。
【請求項８】
　前記ポリアミドは、酸成分に基づいて、少なくとも５０モル％のダイマー脂肪酸を含む
ことを特徴とする、請求項１～７のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項９】
　前記ポリアミドは、アミン成分に基づいて、少なくとも１～３０モル％のポリエーテル
アミンを含むことを特徴とする、請求項１～８のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項１０】
　層としての接着剤は、電圧の作用下においてその接着強度が低下することを特徴とする
、請求項１～９のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項１１】
　１～１０のいずれかに記載のホットメルト接着剤の層を９～８０Ｖの間の電圧に曝すこ
とを特徴とする、ホットメルト接着接合の解除方法。
【請求項１２】
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　前記層を、好ましくは８０℃未満において、さらに加熱することを特徴とする、請求項
１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記層は、５μｍ～１ｍｍの厚みを有することを特徴とする、請求項１１または１２に
記載の方法。
【請求項１４】
　２つの基材およびその間に配置された接着剤層の複合材料であって、接着剤層は請求項
１～１０のいずれかに記載のホットメルト接着剤からなる、複合材料。
【請求項１５】
　固体またはフレキシブル基材が基材として接合され、該基材またはその表面が導電性で
あることを特徴とする、請求項１４に記載の複合材料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電圧の影響下においてその接着強度が減少する、層としての、ポリアミドに
基づくホットメルト接着剤に関する。本発明はさらに、ポリアミドから構成され、イオン
伝導性成分を含む接着剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　イオン液体を含む接着剤、ならびに固体において伝導性を生じ得る種々のイオン液体が
知られている。
【０００３】
　US 2004/0097755には、水素結合を生成し得るイオン性組成物が記載されている。この
組成物は、100℃以下の融点を有し、第４級アミン塩を含むと言われている。アミン塩お
よび有機成分の比率は、1：1.5および1：2.5の間であるはずである。
【０００４】
　US 7,183,433には、100℃以下の凝固点を有するイオン性組成物が記載されている。ま
た、第４級または中和アミンが塩として記載されている；低分子量物質、例えばウレア、
エステル、ケトン、フェノール、またはアミドが有機成分として記載されている。
【０００５】
　WO 2008/150227は、接着強度を有すると言われる電気的軟化性接着剤組成物であって、
前記接着強度は電圧の適用下で減少する、組成物を特許請求する。しかし、この組成物は
イオン伝導特性を有すると言われている。この組成物は、特にイオン伝導性チャンネルを
生成する粒子および繊維を含むと言われている。イオン伝導性粒子の性質および組成に関
してさらに述べられているが、その記載は、対応する結合剤に関するさらなる仕様はない
。
【０００６】
　WO 2001/05584およびUS 2008/0283415 A1には、種々のポリマーおよびイオン伝導性物
質からなる接着剤が記載されている。これらは、アクリレートおよび／またはエポキシに
基づく１または２成分反応性接着剤である。その接着強度は、アクリレート基またはエポ
キシ基の反応によって確立される。
【０００７】
　従来技術による組成物は、一部には、ホットメルト接着剤としての使用にあまり適当で
ない。ポリマー性ベース成分が用いられない場合、その融点または凝固点は比較的低く、
その結果、通常の外気温でさえ強力な接合を確保しない。イオン伝導性チャンネルを生成
する物質の使用は、使用可能な組成物を制限する。接着剤におけるポリマーは、その特性
の観点から、ホットメルト接着剤に対する要件に合致しなければならない。職業上の安全
性に関してごくわずかな制限を要求するそれらの成分を選択することがさらに有益である
。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００４／００９７７５５号公報
【特許文献２】米国特許第７１８３４３３号明細書
【特許文献３】国際公開第２００８／１５０２２７号
【特許文献４】国際公開第２００１／０５５８４号
【特許文献５】米国特許出願公開第２００８／０２８３４１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　したがって、本発明の目的は、ホットメルト接着剤として、ホットメルト塗布に必要な
特性を示すホットメルト接着剤を提供することである。この接着剤はさらに、安定した形
態で混和性であり、対応する使用に対して融点に殆ど影響しないイオン性物質を含むこと
を表す。この組成物はさらに、接着剤層として２つの基材の間に適用される場合に良好な
接着接合を生じることを表す。接着剤層を通して横方向への電圧の適用下において、接着
接合が弱められ、その結果、基材の互いからの解除が可能である。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この目的は、－　10,000～250,000g/モルの分子量（MW）を有する少なくとも１つのポ
リアミド20～90重量％；－　少なくとも１つの有機または無機塩1～25重量％；－　更な
る添加剤0～60重量％を含むメルト接着剤であって、該接着剤は80℃～220℃の軟化点を有
する、メルト接着剤によって達成される。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　重量平均分子量（MW）、ならびに数平均分子量（MN）は、ゲルパーミエーションクロマ
トグラフィ（GPC）を用いて決定される。
【００１２】
　本発明はさらに、２つの基材を互いに可逆的に接着接合する方法であって、この２つの
基材は、溶融した接着剤を用いて互いに接着接合され、この接着剤層は、電圧の適用下に
おいて時間とともに後にその接着強度を喪失し、基材は互いから離れることができる、方
法に関する。
【００１３】
　本発明による組成物は、ポリアミドを含まなければならない。これにより、ホットメル
ト接着剤としてのその使用に必要な特性、例えば接着強度、接着性、密着性、溶融挙動、
または安定性が接着剤に付与される。これらの基本的な特性は、必要に応じて、添加剤お
よび添加物質を用いて修飾することができる。
【００１４】
　ホットメルト接着剤に適当なポリアミドは、ジアミンと反応させた有機ポリカルボン酸
から得ることができる。その成分は、広い範囲内で変えることができる；ジカルボン酸お
よびジアミンが特に適当である。脂肪族または芳香族カルボン酸が含まれてよく、好まし
くはダイマー脂肪酸も適当である。ホットメルト接着剤としての使用に対して、これらの
ポリアミドは、高温、例えば100～220℃で溶融することを表す。ポリアミドは、室温にお
いて固体である。カルボン酸およびアミンは、ゲル化および架橋反応生成物が得られない
ように選択しなければならない。かかるポリアミドは、原理上、当業者に既知である。
【００１５】
　適当なポリアミドの１つの群は、ジカルボン酸およびジアミンに基づいて製造すること
ができるものである。例えば、ダイマー脂肪酸不含有ポリアミドに基づくポリアミドを、
本発明により適当なポリアミドとして選択することができる。これらは、
－　80～100モル％の１以上のC4～C24ジカルボン酸、
－　20～0モル％の他のモノ-、ジ-、またはトリカルボン酸、
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－　10～90モル％の少なくとも１つの脂肪族ジアミン、
－　10～80モル％の１以上の脂環式ジアミン、
－　0～50モル％のポリオキシアルキレンジアミン
から製造することができ、
用いられるジアミンおよびカルボン酸の総量は、それぞれの場合、100モル％を生じる。
【００１６】
　適当なポリアミドの別の群は、ダイマー脂肪酸およびポリアミンに基づいて製造するこ
とができるものである。例えば、次の成分から構成されるポリアミドを用いることができ
る：
－　50～98モル％のダイマーまたはポリマー脂肪酸、
－　2～50モル％のC6～C24脂肪族または脂環族ジカルボン酸、
－　0～10モル％のC12～C18モノカルボン酸、
ここで、その総量は100モル％を生じ、および
－　100～60モル％の脂肪族および／または脂環族ジアミン、
－　0～40モル％のポリオキシアルキレンジアミン、
ここでその総量は100モル％を生じる。
【００１７】
　本発明に関して「ダイマーまたはポリマー脂肪酸」は、天然原料の二量化によって既知
の方法で得ることができるものである。それは、不飽和長鎖脂肪酸から製造され、その後
、蒸留精製される。これに関して「技術的（technical）」ダイマー脂肪酸は、純度に応
じて、5％未満の一塩基性脂肪酸、実質的にC18脂肪酸、例えばリノレン酸またはオレイン
酸、98重量％以下のC36二塩基性脂肪酸（厳密な意味でのダイマー脂肪酸）、および少量
の高級多塩基性脂肪酸（「トリマー脂肪酸」）を含む。ポリマー脂肪酸混合物におけるモ
ノマー、ダイマー、およびトリマー脂肪酸の相対比率は、用いる開始化合物の性質、なら
びに重合、二量化、またはオリゴマー化条件および蒸留分離の程度に依る。蒸留精製され
たダイマー脂肪酸は、98重量％以下のダイマー脂肪酸を含む。更なる処理工程において、
これらのダイマー脂肪酸は、水素化されてもよい。この種の水素化ダイマー脂肪酸は、本
発明によって用いてもよい。
【００１８】
　他の適当なカルボン酸として、またはダイマー脂肪酸に加えて、ポリアミドの酸成分は
、C4～C24ジカルボン酸を含むことも表す。かかるジカルボン酸の例は、コハク酸、アジ
ピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、グルタル酸、スベ
リン酸、またはピメリン酸、またはその混合物である。種々の芳香族ジカルボン酸、例え
ばテレフタル酸、イソフタル酸、または上記のジカルボン酸の混合物が、合成反応におい
て用いられてもよい。
【００１９】
　種々の10～18個の炭素原子を有する長鎖アミノカルボン酸、例えば11-アミノウンデカ
ン酸、ラウリルラクタム、またはε-カプロラクタムを添加することが同じく可能である
。
【００２０】
　ジアミン成分は１以上の脂肪族ジアミンから実質的になり、ここで、アミノ基は、炭素
鎖の末端に位置する。脂肪族ジアミンは、2～20個の炭素原子を含み得、ここで、脂肪族
鎖は直鎖状または分岐鎖状であってよい。例えば、エチレンジアミン、ジエチレントリア
ミン、ジプロピレントリアミン、1,4-ジアミノブタン、1,3-ペンタンジアミン、メチルペ
ンタンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、トリメチルヘキサメチレンジアミン、2-（2-
アミノメトキシ）エタノール、2-メチルペンタメチレンジアミン、C11-ネオペンタンジア
ミン、ジアミノプロピルメチルアミン、または1,12-ジアミノドデカンである。特に好ま
しい第１級アルキレンジアミンは、偶数個の炭素原子を有するC2～C12ジアミンである。
【００２１】
　アミノ成分は、環状ジアミンまたは複素環式ジアミン、例えば1,4-シクロヘキサンジア
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ミン、4,4'-ジアミノジシクロヘキシルメタン、ピペラジン、シクロヘキサンビス（メチ
ルアミン）、イソホロンジアミン、ジメチルピペラジン、ジピペリジルプロパン、ノルボ
ルナンジアミン、またはm-キシリレンジアミンをさらに含んでよい。特定の実施態様では
、アルキレンジアミンおよび環状ジアミンの混合物が用いられる。
【００２２】
　ポリアミドがより大きい柔軟性を有することを意図する場合、ポリオキシアルキレンジ
アミン、例えばポリオキシエチレンジアミン、ポリオキシプロピレンジアミン、またはポ
リテトラヒドロフランジアミンがさらに用いられてよい。これに関してポリオキシアルキ
レンジアミンは、好ましくは150～4000g/モルの間、好ましくは300～3000g/モルの間の分
子量（数平均、MN）を有する。その量は、特に2～30モル％のアミン成分であってよい。
【００２３】
　使用可能な１官能性、２官能性、または３官能性原料を選択する場合、可溶性、すなわ
ち非架橋性の生成物が得られることに注意すべきである。溶融におけるより低い粘度は、
直鎖状ポリアミドを構築することによって得られる。
【００２４】
　一般に、アミンおよびカルボン酸の量は、同量のアミン/カルボン酸が存在するように
選択される；カルボキシルまたはアミン末端基を有するポリアミドを得ることができる。
例えば、酸価は1～20mgKOH/gの間であり得る（DIN 53176）。短鎖ジアミンおよび脂肪族
ジカルボン酸、および多量のダイマー脂肪酸の選択によって、ポリアミドの粘度および粘
度／温度プロフィール、および軟化点の両方が確立され得、その結果、このメルト接着剤
が本発明による使用に適当である。分子量（GPCによって得ることができる重量平均分子
量MW）は、10,000～250,000g/モル、特に150,000g/モル以下であり得る。
【００２５】
　対応するポリアミドは、溶融状態において、1000～100,000mPasの間（220℃で測定、Br
ookfield Thermosel RVT、EN ISO 2555）、好ましくは50,000mPas以下、特に1000～10,00
0mPasの粘度を有することを表す。適当なポリアミドの軟化点は、100～220℃の間（ISO 4
625-1を通じた環球法［ring-and-ball］）、特に140℃より高く200℃までであることを表
す。
【００２６】
　本発明による好ましく適当な実施態様では、50～75モル％のダイマー脂肪酸、25～50モ
ル％の6～24個の炭素原子、特にC6～C18を有する脂肪族または脂環族ジカルボン酸、およ
び0～10モル％のモノカルボン酸（その総量は100モル％を生じる）から製造されるポリア
ミドが使用される。
【００２７】
　別の好ましい実施態様では、特に2～12個の炭素原子を有する、脂肪族および脂環族ジ
アミンの混合物70～98モル％、およびp-テトラヒドロフランまたはポリプロピレングリコ
ールに基づくポリオキシアルキレンジアミン2～30モル％（その総量はまた100モル％を生
じる）の混合物としてアミンが使用される。
【００２８】
　ポリアミドの製造方法は既知である：原料を溶融、乾燥し、高温時に互いに反応させる
。生じる反応水を混合物から除去する。適当な分子量が得られると、ポリマーを充填し冷
却する。ポリマーは、ブロック状、棒状、粒状で充填してよい。しかし、ポリマー合成後
に更なる添加剤を直接添加してもよい。
【００２９】
　ホットメルト接着剤は、通常の添加剤と共に本発明による適当なポリアミドから製造す
ることができる。例えば、可塑剤、接着促進剤、安定剤、消泡剤、均展剤、または充填剤
がさらに含まれてよい。可塑剤は組成物の可塑性を増加させる；例えば、エステル、長鎖
アミン、スルホン酸エステル等の極性可塑剤が使用可能である。さらに充填剤を少量使用
してよく、例えばケイ酸塩、タルク、炭酸カルシウム、粘土、カーボンブラック、または
カラーペーストもしくは顔料である。電導性顔料および充填剤は好ましくは使用しない。
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しかし、特に、メルト接着剤は、ごく少量（5重量％未満）の顔料または充填剤しか含ま
ない；特には、それは充填剤を含まない。
【００３０】
　ある実施態様では、ホットメルト接着剤において90重量％以下の量でポリアミドが使用
される。また、更なるメルト接着剤ポリマーが含まれてよく、例えばポリウレタン、ポリ
アクリレート、またはポリエステルである；これらは、溶融においてポリアミドと混和性
でなければならず、安定な均質溶融物を生成しなければならない。更なるポリマーの量は
、ポリアミドの量に基づいて30％以下であり得る。
【００３１】
　さらに組成物は酸化防止剤を含んでよい。立体障害性フェノールまたは芳香族アミン由
来物タイプの酸化防止剤が特に適当であり、ポリマーの量に基づいて2.5重量％以下の量
である。適当な添加剤は当業者に既知であり、当業者は意図する用途およびその特性に従
ってそれを選択することができる。
【００３２】
　本発明によれば、メルト接着剤は少なくとも１つの有機または無機塩を含むことが必要
である。これは、室温（25℃）において液体または固体であり得る塩状化合物であるとし
て理解される。それは、固体塩、およびいわゆる「イオン液体」であってよい。この塩は
、ポリアミドにおいて溶融して存在し得る；それは分散状態であってよい；それはポリマ
ー基と関連し得る。イオン性または中性化合物が以下に挙げられるが、これらは、それぞ
れの場合、対応する塩において存在するイオン性構造体として理解される。同じく、対応
する塩が結合状態で結晶水を含んでもよい。
【００３３】
　例えば、有機酸の塩、例えば脂肪族C2～C6モノ-またはジカルボン酸、芳香族モノ-また
はジカルボン酸、トリフルオロメタンスルホン酸のリチウム、ナトリウム、またはカリウ
ム塩を用いてよい。別の実施態様では、その塩のカチオンとして、アニオンとして上記の
酸またはハロゲン化物を含む有機第４級化合物が使用される。更なる好ましい実施態様で
は、アニオンとして、スルホン基を含む有機化合物、例えばトリフルオロメタンスルホネ
ート、環状構造体としてアセスルファメートまたはサッカリネート、または直鎖状構造体
としてビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドまたはトリフルオロメタンカルボニ
ル-トリフルオロメタンスルホニルイミドが用いられる。
【００３４】
　適当な有機カチオンは、例えば次の構造体の第４級化合物である：テトラアルキルホス
ホニウム、トリアルキルスルホニウム、テトラアルキルアンモニウム、NT-アルキル置換
環状5または6員環アミン、N+-アルキル置換芳香族5員環イミダゾリン、ここで、1～12個
の炭素原子を有する脂肪族直鎖状基がアルキル基として用いられる。このアルキル基は同
一または異なってよい。このアルキル基は、必要に応じてOH基で置換されてもよい。原理
上、種々のアニオンおよびカチオンは、その化合物がその後に塩状の特性を示すのであれ
ば、組み合わせることができる。好ましい実施態様において、塩状化合物は40℃より高い
融点を有することを表す。
【００３５】
　特に適当なカチオン性基の例は、テトラアルキル置換窒素化合物、例えばN-テトラブチ
ルアンモニウム、N-トリメチル-N-ブチルアンモニウム、N-トリエチル-N-ベンジルアンモ
ニウム、N,N-ジメチルシクロヘキシルアミン、N-メチル-N-トリオクチルアンモニウム；O
H官能性化テトラアルキルアミン、例えばトリメチルヒドロキシエチルアンモニウム（コ
リン）、アセチルコリン、N-メチル-N-ヒドロキシエチルシクロヘキシルアミン；トリア
ルキル置換硫黄化合物、例えばトリエチルスルホニウム、トリメチルスルホニウム；5員
環窒素複素環化合物、例えばN-アルキルイミダゾリウム由来物、例えば1-メチル-3-エチ
ルイミダゾリウム、1-エチル-3-メチルイミダゾリウム、1-ブチル-3-メチルイミダゾリウ
ム、1-ヘキサデシル-3-メチルイミダゾリウム、1-メチル-3-オクチルイミダゾリウム、1-
メチル-3-ノニルイミダゾリウム、1-ヘプチル-3-メチルイミダゾリウム、1-エチル-2-メ
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チルイミダゾリウム、1-プロピル-4-メチルイミダゾリウム、1-プロピル-2-メチルイミダ
ゾリウム、1,2-ジメチル-3-プロピルイミダゾリウム；6員環窒素複素環化合物、例えばア
ルキル置換ピリジニウム、ピロリジニウム、ピペリジニウム化合物、例えば1-ブチルピリ
ジニウム、1-ブチル-3-メチルピリジニウム、1-ブチル-4-メチルピリジニウム、1-プロピ
ル-3-メチルピリジニウム、1-ブチル-3-プロピルピペリジニウム、1-ブチル-1-メチルピ
ロリジニウム、1-ブチル-3-メチルピロリジニウム、1-ヘキシル-3-メチルピロリジニウム
、および類似化合物である。
【００３６】
　一部の用途に対して、アニオンとしてハロゲン化物を用いることが好ましい。テトラフ
ルオロボレート、トリフルオロメタンスルホネート、芳香族ジカルボキシレート、例えば
フタル酸およびその異性体由来物、スルホン基含有化合物、例えばアセスルファメート、
サッカリネート、ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドまたはトリフルオロメタ
ンカルボニル-トリフルオロメタンスルホニルイミドが、アニオンとして特に適当である
。
【００３７】
　好ましい実施態様において、フタル酸水素カリウム、リチウムトリフラート、1-エチル
-3-メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、1-エチル-3-メチルイミダゾリウムト
リフルオロメタンスルホネート、1-エチル-3-メチルイミダゾリウムエチルスルフェート
、リチウムビス（トリフルオロメタンスルホンイミド）、塩化コリン、コリンアセスルフ
ァメート、および／またはコリンサッカリネートが、イオン伝導性成分として用いられる
。
【００３８】
　そのためポリアミドとは異なる更なる成分として、本発明によるホットメルト接着剤は
、塩との混和を促進する極性化合物をさらに含んでよい。これは、例えば、ポリホスファ
ゼン、ポリメチレンスルフィド、ポリオキシアルキレングリコール、ポリエチレンイミン
等のポリマーである。低分子量ポリオールを用いてもよい。この化合物は、室温（25℃）
において固体または液体であってよい。
【００３９】
　適当な極性化合物の１つの群は、低分子量の２～１０価脂肪族ポリオールである。これ
は、1000g/モル以下、好ましくは500g/モル以下の分子量（MN）を有することを表す。特
に、３～６個のOH基が含まれることを表す。その例は、ポリオール、例えばネオペンチル
グリコール、ペンタエリスリトール、グリセロール、糖アルコール例えばグルコース、ア
ラビノース、キシロース、マンニトール、ソルビトール、アラビノース、または複数のOH
基を有する他の化合物である。
【００４０】
　ポリエーテル構造を有する化合物が特に適当であり、特に2～4個のOH基またはNH基を有
するポリエチレングリコールおよびポリプロピレングリコールである。かかるポリエーテ
ルは商業的に取得可能である。10,000g/モル未満、好ましくは350～5000g/モルの分子量
（MN）を有するポリエーテルポリオールが特に適当である。このポリエーテルは固体また
は液体であってよい。
【００４１】
　極性化合物を、単独または混合物として用いてよい。その量は、ホットメルト接着剤に
基づいて、0～25重量％、特に5～20重量％である。その量は、その化合物の物理的状態に
も基づく；接着剤は、まだ室温において固体で存在することを表す。
【００４２】
　この極性化合物は部分的に吸湿性であることが既知である。化合物の完全乾燥が不要で
あることが見出された。適当なポリアミドが無水で製造されてもよいが、それは貯蔵時に
おいて水を吸収することが多い。本発明によればメルト接着剤が2重量％以下の水を含ん
でよい。
【００４３】
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　ポリアミドに対して好ましい組成物は、
－　75～30モル％のダイマー脂肪酸、
－　25～70モル％のC6～C24ジカルボン酸、
－　0～10モル％のモノカルボン酸、
－　66～98モル％の少なくとも１つのC12以下の脂肪族ジアミン、
－　1～25モル％の少なくとも１つの脂環族ジアミン、
－　1～30モル％のポリエーテルジアミン、好ましくはポリエチレングリコールまたはポ
リプロピレングリコールに基づくもの
であり、ここで、ジアミンおよびカルボン酸の総量はそれぞれ100モル％に等しい。わず
かに過剰のアミンが含まれてよく、その結果、アミン末端ポリアミドが生じる。
【００４４】
　本発明による好ましい接着剤組成物は、
－　70～30重量％のポリアミド、
－　1～30重量％の無機または好ましくは有機塩、
－　0～25重量％の少なくとも１つの極性化合物、
－　0.1～20重量％の添加剤
からなる。
【００４５】
　特定の実施態様では、極性化合物として300～5000g/モルの分子量を有するPEGまたはPP
Gが含まれる；別の好ましい実施態様では、塩として第４級アミノ化合物およびスルホン
基含有有機化合物のものが用いられる。
【００４６】
　メルト接着剤混合物の製造法は当業者に既知である。添加剤を、溶融状態においてポリ
アミドに混合してよい。重縮合が抑えられている場合、ポリアミドの合成において添加剤
が既に添加されていてもよい。既知の混合装置を使用することができる：溶解機、ニーダ
ー、押出機等。本発明による接着剤を次に冷却し、その後すぐに貯蔵することができる。
【００４７】
　本発明によるホットメルト接着剤を、ホットメルト接着剤として塗布してよい。それは
100～220℃の軟化点を有する。それは、例えば220℃以下の温度において溶融させること
ができ、流動可能な状態で基材上に塗布される。本発明によるメルト接着剤の粘度は、15
0～220℃の塗布温度において500～25,000mPasの範囲であり得る。その粘度は、利用法に
適用させることができ、その結果、温度を上昇させることによって高い粘度を下げること
が知られている。直後に、第２の基材を接着剤層に対して押しつけ、物理接着接合が冷却
後に生成される。当業者は、メルト接着剤を溶融および塗布するための装置について熟知
している。接着剤層の層厚みは同じく当業者に既知であり、当業者はその技術的知識に従
ってそれを選択することができる。その層厚みは、通常５～１０００μｍの間、特に１０
～５００μｍである。冷却後、固体となった層は、接着接合を生じる。それは非晶質であ
ってよいが、結晶成分を有してもよい。
【００４８】
　また本発明の目的は、本発明による接着剤層と互いに解除可能に接続された２つの基材
である。その基材は、広い範囲内で変わってよい。しかし、それは表面において洗浄され
ることを表す；必要に応じて、更なるプライマー層または他のコーティングを塗布しても
よい。既知のプラスチック、金属、セラミック、または他の基材を基材として用いてよい
。基材は固体であり硬質であり得る；フレキシブル基材、例えば単層または多層フィルム
を接合してもよい。本発明によれば基材が伝導性を示す場合が有用である。これは、基材
自体の伝導性によって達成することができ、基材は、伝導性コーティングを有してよく、
または、例えば導電性成分を基材中に組み込む。本発明によるホットメルト接着剤は、金
属性基材またはプラスチック基材を接着接合するのに特に適当である。
【００４９】
　本発明によって生成した接着接合は、電圧の適用によって再度解除することができる。
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【００５０】
　電圧を接着剤層に垂直に、すなわち一方の基材から他方の基材への方向で適用すること
がこの目的のために必要である。本発明による方法によれば、電圧は9～100ボルト、特に
15～75ボルトであることが必要である。DC電圧が特に適当である。本発明による接着接合
は必要な作動時間後に解除させることができることが見出された。接着性の減少が観察さ
れる；２つの基材を、垂直な張力または横方向のせん断下で互いから解除することができ
る。接着性損失の速度は、塩の量および性質によって影響され得る。より早い分離、例え
ば10～60秒が所望であれば、その量を増加させることができる。より早い接着性損失が望
ましくないのであれば、例えば2～5分であれば、少ない量が十分である。
【００５１】
　本発明の特定の実施態様では、さらに接着剤層が加熱される。特に、80℃以下、特に40
～70℃への加熱が有用である。それにより、接着剤は流動性とならない；生じるのは、電
圧の適用に伴う接着性損失のみである。接着接合損失が好ましく観測される。接着剤の薄
層のみが存在するため、加熱を素早く行うことができ、それによって、実質的に基材の分
離が簡素化される。
【００５２】
　加熱方法は、一般に当業者に既知である。それは、高温ガス、例えば高温空気を含み得
る；放射線源を用いてよい；例えば、IRまたはNIR放射を利用することができる。同じく
、超音波を用いて接着剤層を加熱することができる。
【００５３】
　本発明による接着剤は、複数の基材を接着接合することができる。導電性基材を用いる
場合、接着接合は再度、可逆的に解除することができる。高温の際に、メルト接着剤を適
用し、接合させる。接合場所を必要に応じて再度解除することができ、その結果、基材の
分離が可能である。特に、基材への接着の接着性損失が観察できる。接着接合の意図的で
ない解除は、２工程メカニズムの好ましい形態によってさらに防がれる。
【実施例】
【００５４】
ポリアミド１：
【００５５】
　既知の製造方法を用いて、100モル％のドデカンジカルボン酸、50モル％のピペラジン
、30モル％のJeffamine D 400、および20モル％のエチレンジアミンから縮合によって、
水を蒸発させながら、ポリアミドを製造した。
【００５６】
　このポリアミドは次の値を示す：
MW　　　　　13,000g/モル
粘度　　　　9000mPas（225℃）
軟化点　　　170℃。
【００５７】
ポリアミド２：
【００５８】
　既知の製造方法を用いて、0.1重量部のステアリン酸、19.3重量部のアゼライン酸、69.
3重量部のダイマー脂肪酸、15.1重量部のピペラジン、および3.6重量部のエチレンジアミ
ンから縮合によって、水を蒸発させながら、ポリアミドを製造した。0.6重量部の安定剤
を混合した。
【００５９】
　このポリアミドは次の値を示す：
MW　　　　　15,500g/モル
溶融粘度　　4000mPas（225℃）。
【００６０】
接着剤１：
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　7.4gのリチウムビス（トリフルオロメタンスルホンイミド）を、14.6gのJeffamine D40
0に添加し、塩が溶解するまで室温で攪拌する。
【００６２】
　78gのポリアミド１を200℃で溶解させ、攪拌しながら添加剤を添加し、200℃で約8分間
混合する。
【００６３】
　次に接着剤を室温に冷却してよい。
【００６４】
接着剤２：
【００６５】
　4.7gのリチウムトリフルオロメタンスルホネートを、17.3gのJeffamine D400に添加し
、塩が溶解するまで室温で攪拌する。
【００６６】
　78gのポリアミド２を200℃で溶解させ、攪拌しながら添加剤を添加し、200℃で約8分間
混合した。
【００６７】
　次に接着剤を室温に冷却してよい。
【００６８】
接着剤３：
【００６９】
　4.3gの塩化コリンを17.1gのJeffamine D400に添加し、室温で攪拌する；分散体が製造
される。
【００７０】
　78gのポリアミド２を200℃で溶融させ、攪拌しながら添加剤を添加し、200℃で約8分間
混合する。
【００７１】
　次に接着剤を室温に冷却してよく、固体となる。
【００７２】
　この３つの接着剤をそれぞれ、190℃で溶解させ、洗浄し脱グリース処理したアルミニ
ウム試験片上に塗布し、次に直ぐに第２のアルミニウム試験片に接合させた。このサンプ
ルを室温で2時間放置した。
【００７３】
　これら測定片は、良好な接着性を示す。基材への電圧の適用後（48V、5分）、接着強度
は減少し、張力下において基材を互いに分離することができる。測定片を65℃に加熱する
と、同じく接着強度が減少し、同じく張力下において基材を互いに分離することができる
。電圧を基材に適当し（48V、5分）、同時に複合材料を65℃に加熱すると、接着強度をほ
ぼ完全に損失される。その後、非常にわずかな張力を用いて、非常に容易に基剤を互いに
分離することができる。
【００７４】
【表１】
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